
先端教育人材育成推進機構を核として、
教育者養成の在り方を持続的に探究する大学へ

教員養成フラッグシップ大学 ヒアリング審査
令和４年１月１８日（火）

【東京学芸大学】
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先端教育人材育成推進機構の設置イメージ

＜特別領域の研究開発機能＞
次世代教育研究推進機構

＜拠点形成・発信機能＞
特定教育課題対応センター機構

＜養成機能＞
大学機能強化センター機構

次世代教育研究センター

留学生センター

保健管理センター

ICTセンター

学生支援センター

＜研修機能＞
現職教員支援センター機構

環境教育研究センター

国際教育センター

特別支援教育・教育臨床サポートセ
ンター

理科教員高度支援センター

こどもの学び困難支援センター

教員養成開発連携センター

教育学部
総合教育科学系
人文社会科学系
自然科学系
芸術・スポーツ

科学系

兼担教員としての参加

教職大学院
教育実践専門職高度化専攻

修士課程
次世代日本型教育システム研
究開発専攻
教育支援協働実践開発専攻

教育インキュベーションセンター
（企業等との連携プラットフォーム）

KSTN研究推進プロジェクトチーム
（OECDからサポートを受けるKSTNの

事務局機能）

高等学校における授業及び教師教育モデ
ルの開発・普及プロジェクトチーム

動画配信・授業研究デジタル化プロ
ジェクトチーム

ステークホルダー

附

属

学

校

大学

参
加

普
及

教育委員会

・上越教育大学
・宮城教育大学
・玉川大学

（連合学校教育学
研究科構成大学）
・埼玉大学
・千葉大学
・横浜国立大学

〇東北・関東を
中心に１０か所
以上の都道府県
教育委員会

民間企業等

各ユニットの成果の集約
成果の効果的な発信・普及を検討

 教職専門性基準開発ユニット
（特例活用・先導プログラム開発）

 教育・学習デザイン開発ユニット
 外国人児童生徒教育推進ユニット
 高校教育開発推進ユニット

課題把握・研究実施からステークホルダー（他大
学・教育委員会・民間企業等）が参加することで、
成果の活用・普及を見据えて実施

 データ駆動型教育創成ユニット
 教師教育高度化ユニット
 教員研修ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ開発ユニット
 次世代組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究開発ユニット

（本部員・各ユニット代表者・
ステークホルダーで構成）

機構長は副学長から学長が指名し、
学長のリーダーシップとガバナンスを発揮

学内教員、附属学校教員、
外部機関（他大学・教委等）から約７０名参加

機構全体の研究方針検討

統括

先端教育人材育成推進機構

組
織
の
一
部
再
編
・
専
任
教
員
の
移
籍

・Ｚ会
・三菱みらい

育成財団 等
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連携先との協力関係・成果展開イメージ

リエゾンチーム

・フラッグシップ大学における免許法特例活用研究
・先導的な教員養成プログラム・教職科目の研究開発、成果検証
・教員育成指標開発 ・大学・附属学校教員の専門性基準開発

教職専門性基準
開発ユニット

教育・学習デザイン
開発ユニット

外国人児童生徒教育
推進ユニット

高校教育
開発推進ユニット

データ駆動型教育
創成ユニット

教師教育
高度化ユニット

教員研修プラットフォ
ーム開発ユニット

次世代組織マネジメン
ト研究開発ユニット

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
ニ
ー
ズ
等
も
踏
ま
え
、

課
題
・
テ
ー
マ
に
対
応
し
て
柔
軟
に
編
成

連携大学 企業・
産業界

教育委員会
・学校

ステークホルダー（連携協力協定）

開
発
段
階
か
ら

各
ユ
ニ
ッ
ト
へ
参
画

本 部
参画・

意見の反映 教育プログラムを
大学授業・学校現場・
現職教員研修等で

活用

先端教育人材育成推進機構
開発プログラム提供

・成果普及

協定

ほか10以上の
教委と協議中

上越教育大
宮城教育大
玉川大学
埼玉大
千葉大

横浜国立大

【国公私立】
大学間ネットワーク

参加
企業

参加教育委員会

ステークホルダー

岩手県山田町
岡山県津山市

その他

日本教育大学協会
日本教職大学院協会

全国私立大学教職課程協会

(株)内田洋行、(株)学研教育みらい、(株)カモマン、コクヨ(株)、ジブラル
タ生命保険(株)、ソニーマーケティング株式会社、tanQ(株)、(認定NPO
法人)Teach For Japan、凸版印刷(株)、(株)日本能率協会マネジメント
センター、日本電気(株)、(株)NOLTYプランナーズ、(株)博報堂、株式会
社バンダイ、東日本電信電話(株)、(株)Five for、株式会社ポプラ社、
Mistletoe Japan合同会社、(一財)三菱みらい育成財団、(株)リクルート
マーケティングパートナーズ その他計45社

企業・
産業界

三菱みらい
育成財団

先行PJ
（R3~）

参画・助成等

教育委員会
・学校

埼玉県
東京都
千葉県

神奈川県

コンソーシアム協定

アドバイザリー
ボード 連携大学・

研究機関

国立教育政策
研究所

玉川大 ほか

教育産業企業
NPO ほか

KSTN

本学教育インキ
ュベーションセ

ンター

【プラットフォームとしての機能】
成果普及
・拡大

海外展開

Z会
グループ

Institution for a 
Global Society

北海道

参画

湘南白百
合学園

共同研究
・開発

学外
兼任教員

３

岩手県 福島県
栃木県 群馬県
埼玉県



【先行事例】高校探究プロジェクト
（高等学校における授業及び教師教育モデルの開発・普及プロジェクト）

東京学芸大学

アドバイザリーボード
国立教育政策研究所、教育産業企業

NPO、玉川大学ほか

コンソーシアム
東京都・埼玉県・神奈川県、

千葉県教育委員会ほか

企画・推進
ワークショップ
カリキュラム

プロジェクトチーム
（研究者）

附属高等学校

附属国際
中等教育学校

湘南白百合学園

教科横断部門

国
語
科
Ｗ
Ｇ

数
学
科
Ｗ
Ｇ

地
歴
・
公
民
科
Ｗ
Ｇ

理
科
Ｗ
Ｇ

外
国
語
科
Ｗ
Ｇ

教材開発

指導法

評価

ニーズの反映

活用・普及

教科内部門

探求型授業モデル、
研修Toolkits開発

◇Ｚ会グループ
◇ Institution for
a Global Society

先導的科目の開発
（データサイエンス）

◇Rejoui
◇統計数理研究所

（連携協定）

プロジェクト参画教育委員会
北海道教育委員会ほか

◇三菱みらい育成財団
◇Ｚ会グループ
◇ Institution for a

Global Society

資金
提供

○コンテンツのオンライン手教
○参加型ワークショップの開催
○指導主事対象研修会（R4予定）の開催

成果の全国
的な普及 ４

研究計画
企画立案・モニター
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フラッグシップ大学で
目指す人材像

変化が激しく予測困難
な時代へ対応できる力
と新たな価値を創造す
ることができる力を子
供に育成することがで
きる教師

学校や社会をより良く
変革することに自律
的・主体的に取り組む
ことができる力を有す
る教師

対
子
供

教
師
自
身

フラッグシップ大学で伸ばす
資質・能力

〇「探究力、創造力、他者・社会
と協働できる力」を育成する力

〇6) 学校内での協働・社会との協働を
マネジメントする力④

※丸数字は「教員養成フラッグシップ大学
公募要領」の重点課題ナンバー

テーマ：子供と教師が共に新たな社会を創造していく学校教育の実現

→1) 教科横断学習（STEAM含む）実践力⑤③
→2)アクティブラーニング実践力①③

〇4) 学び続けるために、
自己をマネジメントする力②

〇3) 子供が置かれている多様な環境
への対応力⑥

〇5) 学校教育のより良い変革
に資する基盤となる探究力、創造力②⑤

フラッグシップ大学で目指すテーマ、人材像、伸ばす資質・能力
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フラッグシップ大学で伸ばす資質・能力を育成する授業科目（特例科目）
〇「探究力、創造力、他者・社会と協働できる力」を育成する力

〇6) 学校内での協働・社会との協働をマネジメントする力

→1) 教科横断学習（STEAM含む）実践力
→2)アクティブラーニング実践力

〇4) 学び続けるために、自己をマネジメントする力

〇3) 子供が置かれている多様な環境への対応力

〇5) 学校教育のより良い変革に資する基盤となる探究力、創造力

2) 「学びを支えるファシリテー
ションの技法」1単位

3)及び6) 
「チーム学校と多職種協働」
1単位

4) 「教師のレジリエンスと
自己管理能力の育成」1単位

5) 「教育のためのデータ
サイエンス」1単位

（育成する授業科目）

（育成する授業科目）

（育成する授業科目） （授業内容）

（育成する授業科目） （授業内容）

教科等横断的な学習、STEAM教育など、各教科・領域
の枠組みや知識を総合的に働かせて、問いを立て、探究
していくプロセスを通じて育成

（授業内容）

（授業内容）

ファシリテーションの技法や学習するチームづくりの手
法の習得を通じて育成

多様な専門職集団の中での教師の専門性や、学校外の支
援との連携を効果的に行うための教師の役割、マネジメ
ント力、情報共有ツール等に関する実践的な知識や技能
を学ぶ

レジリエンスの基本的な考え方とともに、自尊感情、感
情のコントロール、ソーシャルスキル、ストレス耐性、
ソーシャルサポートなど、関連要因について知識を得て、
各々を高める方法についてグループワークを行い技術を
習得

データサイエンスを構成する基礎的な内容を学ぶととも
に、教育のフィールドにおける具体的な課題の解決を通
じて育成

1) 「社会に開かれた探究と
創造の学びのデザイン」1単位

（学部３年生対象）

（学部３年生対象）

（学部３年生対象）

（学部３年生対象）

（学部２年生対象）
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学校教育教員養成課程カリキュラムイメージ（令和５年度～）
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「教育創成科目」の全体像
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カリキュラム構造図（令和５年度～）

初等教
育専攻
(現代教
育実践)

初等教
育専攻
(教科)

初等教
育専攻
(幼児)

中等教育
専攻

養護教
育専攻

特別支援
教育専

攻

教養科目 教養科目　　　計 22
社会に開かれた探究と創造の学びのデザイン

学びを支えるファシリテーションの技法

チーム学校と多職種協働

教師のレジリエンスと自己管理能力の育成

教育のためのデータサイエンス

授業観察演習

Ⅰ群（学校教育にフォーカスしたもの） Ⅰ群（学校教育にフォーカスしたもの） 3
Ⅱ群（学校外での様々な教育課題に関するもの） Ⅱ群（学校外での様々な教育課題に関するもの） 3

教育創成科目　　計 7

25 33

必修科目（S）（入門セミナーを含む）

自コース開設選択科目（SA）

2 他コース開設選択科目（SB）

6 10～14 14 30

卒業研究 4
55 55 62 58～66 56 69 専攻科目　　　計 76

自由選択 9 9 6 8~0 8 1 自由選択 19
総計 126 126 126 128 126 136 合計 124

20
18

8～12 20

教育支援専攻

課程共通科目 6

11

専攻科目

教育創成科目

42～46

教育基礎科目

7

8
48

16 8～12 22

5

6

1

1
3
2
11

学校教育教員養成課程 教育支援課程

科目区分

豊かな教養と広い視野

教育及び児童
生徒への理解

1
1
1

必修科目（教育のためのデータサイエンス） 1

29

10 10

29

1

22

専門的な学
識・技能

実践力

実践力

教育の基礎的理解に関する科目

道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に
関する科目

教育実践に関する科目

計

5

12

4

62

課程共通選択科目（SC） 4

4

卒業研究

計

小学校の教科に関する専門的事項（SP）[幼児教育は領域に関する
専門的事項]

必修科目（S 入門セミナーを含む）

自専攻開設選択科目（SA、コース必修を含む[A類非教科]）
他専攻開設選択科目（SB）

計

選択必修科目

必修科目

教育内容科目（専攻SE）

教科の指導法[幼児教育は保育内容の指導法]

学校教育教員養成課程
においては、先導的授業科目
の研究開発成果を、
教職課程コアカリキュラムや
カリキュラムオーバーロード
等にも配慮して活用



フラッグシップ大学 工程表

①全学的な教育研究体制整備

事業内容 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

学部組織再編・
カリキュラム改訂 新組織・カリキュラム開始 新カリキュラム

完成年度

フラッグシップ
大学事業を推進
する
学内センターの
再編

先端教育人材育
成機構設置（セ
ンター統合・専
任教員移籍）

②先導的・革新的な教員養成プログラム・教職科目の研究・開発及び成果の展開

事業内容 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

フラッグシップ
大学で伸ばす
資質・能力を育
成する授業科目
の開発・実施及
び成果の展開

さらなるセンター再編検討・実施
（機動的に、教職員が協働できる研究体制の整備）

初等教育専攻で、特例を活用した授業
実施（学部３年生対象）
「社会に開かれた探究と創造の学びの
デザイン」

「学びを支えるファシリテーションの
技法」

「チーム学校と多職種協働」
「教師のレジリエンスと自己管理能力
の育成」

特例を活用した授業の研究開発
（先端教育人材育成推進機構
教職専門性基準開発ユニットを
中心に各ユニットと連携し実施）

授業開発とともに、可能なものは試行的に
実施（教職大学院で実施、学部令和３・４
年度入学生へ自由選択科目として実施）

・幼稚園・中学校・高校・特別支援学校免許での特例活用研究
・さらなる先導的・革新的科目の開発

令和７年度からの特例活用を目指す
成果を基にさらなる研究へ

・連携大学での教材活用、連携大学・教育委員会等による授業観察
・履修学生へのアンケートを含む、教学IRによる分析
・教員向け研修教材等のコンテンツ発信のための

プラットフォーム開発
・先端教育人材育成推進機構で成果検証

・教職課程制度の
改善への提言

・他大学での授業実施
・教育委員会での研修
学校授業での活用

令和３年度

令和３年度

設置及び課程認定手続き

セン
ター再
編検討

先導的な
教職科目
開発

「Edtech
と最先端
技術の
活用」

「チーム
学校と多
職種協
働」

初等教育専攻で、
特例を活用した
授業実施（学部
２年生対象）
「教育のための
データサイエン
ス」
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